


効率的な組織運営に向けた23年度の取組としては、現場の機能強化を目指して、在外への人

員配置を進めるとともに、本部からの支援体制の強化や現地職員の能力強化等を進めました。

また、独立直後の南スーダンや平和の定着が待たれるイラクに海外拠点を設置し、新たな支援

ニーズに迅速に対応しました。国内拠点の最適化については、上記「独立行政法人の事務・事

業の見直しの基本方針」に基づき、整理統合に向けた手続きを着実に進めました。本部組織に

ついては、スリム化による一層機能的な組織への改編を進める一方、メコン地域で発生した洪

水等の緊急の課題に対して迅速に対応するための体制を整備しました。また、経費の効率化に

向けて、旅費制度や各種手当の見直し、人件費改革等に取り組み、一層のコスト削減を実現し

たほか、コンサルタント選定における競争性と透明性の向上を目指して有識者委員会を設置

し、改善に向けた取組を進めました。さらに、研修監理業務及び専門家等派遣支援業務の直営

化を行うため、業務方法及び人事制度の再構築を含む体制整備を行い、当初予定どおり、直営

化を完了しました。

事業効果の向上に向けた取組としては、開発課題と戦略的なアプローチを分析する国別分析

ペーパーの作成を進め、3つの援助手法の一体的な運用によるパイロットプログラムの形成と、

現場でのプログラム運営に取り組んできました。

(2)効率的な組織運営と効果的な事業の実施

独立行政法人国際協力機構　平成23年度事業報告書

(1)はじめに　～第2期中期目標期間を振り返って～

平成23年度は、独立行政法人としての第2期中期目標期間（平成19年4月1日～24年3月31日）

の最終年度として、中期目標の達成を目指して、業務運営の効率化と効果的な事業の実施に着

実に取り組んできました。

業務運営の効率化に向けては、20年10月の国際協力銀行（海外経済協力業務）との統合を踏

まえて、統合効果の発揮につながる一体的な組織運営の定着を図り、現場機能の強化による機

動性の向上に取り組んできました。また、行政刷新会議による事業仕分けや「独立行政法人の

事務・事業の見直しの基本方針」（22年12月閣議決定）による指摘事項等を踏まえて、経費の

効率化や、契約の適正化、国内外の拠点の見直し、内部統制の強化等を進め、コスト意識に基

づいた組織全体の最適化に自律的に取り組み、効率的な業務運営を行ってきました。

事業の戦略性強化については、外務省による「ODAのあり方に関する検討最終とりまとめ」

（22年6月）で示された方針を踏まえて、国ごとの開発課題や適切なアプローチを分析し、技術

協力、有償資金協力、無償資金協力の3つの援助手法を効果的に組み合わせながら課題の解決に

取り組む「プログラム・アプローチ」を推進しました。事業の実施にあたっては、援助効果の

最大化を目指して国内外の関係者とのパートナーシップを強化し、国内の活性化と国際化に寄

与するとともに、国際的な援助潮流の形成にも貢献すべく、機構の知見の発信と他ドナーとの

連携も推進しました。また、評価制度の改善を通じて、PDCAサイクルに則った事業マネージメ

ントの強化を図りました。さらに、ODAや事業に対する理解を一層促進する観点から、広報の充

実と事業の透明性の向上にも積極的に取り組みました。

　中期目標の達成に向けて、23年度中に実施した具体的な取組は以下のとおりです。

1. 国民の皆様へ

　平成23事業年度における当機構を巡る動き、活動実績について、以下のとおり報告します。
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(3)政府の重要政策課題や国際公約への貢献

政府は、23年3月に発生した東日本大震災を踏まえて、開発途上国の社会経済の発展を支援す

るODAを、震災を経験した日本の社会・経済の再生にも資するものと位置づけ、中小企業の海外

展開や、地域社会の発展、地方自治体の国際化への貢献も図りつつ、「開かれた復興」を目指

す方針としています。機構は上記政府方針の下で、PPP（官民パートナーシップ）インフラ事業

や、BOPビジネス事業（途上国の低所得階層を対象とした社会的課題の解決に資するビジネスモ

デル）、海外投融資事業を念頭に置いた案件の形成を通じ、民間企業の海外展開の後押しにも

つながる取組を進めるとともに、日本の防災・復興に関する知見を活用した津波対策に関する

共同研究や、防災インフラ整備案件の形成等を行いました。

機構はさらに、政府の国際公約の実現に貢献すべく、アフリカ支援やアフガニスタン支援

等、重要政策課題を踏まえた取組を適切に進めました。アフリカ支援については、20年5月の第

4回アフリカ開発会議（TICAD IV）で採択された「横浜行動計画」を踏まえて、インフラや農業

開発を通じた成長の加速化や、主に保健・教育分野におけるミレニアム開発目標（MDGs）の達

成を支援する取組等を進めたほか、アフガニスタン支援については、政府より21年11月に発表

された「テロの脅威に対処するための新戦略」に基づき、関係者の安全確保に最大限配慮しつ

つ、首都圏のインフラ整備や農業農村開発等を中心とした協力を実施してきました。

(4)国際的な援助潮流への貢献

機構は、国際的な援助潮流の形成に貢献すべく、研究機能を強化し、その成果の発信に積極

的に取り組んできました。23年度は、日本のODAの特徴であり、機構が豊富な知見を有する南南

協力や個人・組織・社会システムの総合的な能力開発（キャパシティ・ディベロップメント）

等について、「第4回援助効果向上に関するハイレベル・フォーラム（HLF4）」等の国際的な援

助の潮流を議論する場で、機構の取組とその有効性を広く訴えました。また、より効果的な援

助の実現に向けて、旧来の二国間援助機関や国際機関に加え、アジア等の新興ドナーや国際

NGO、途上国支援に取り組む民間団体等との連携も強化しました。

(5)国際協力に対する国民の理解促進と国際協力経験の地域社会への還元

機構は、東日本大震災からの復興にも貢献する国際協力の意義について国民の理解と支持を

広く得ることを目的として、機構の事業の「見える化」の推進や、様々なメディアやイベント

等を通じたわかりやすい広報に取り組みました。また、教師海外研修や開発教育指導者に対す

る研修機会の拡充、企業側の人材育成ニーズを踏まえたボランティアの派遣を行う民間連携ボ

ランティア制度の導入等を進め、国内拠点における日本国内の地域と国際協力を繋ぐ役割を強

化しつつ、地域の知見の途上国支援への活用を図るとともに、国際協力に携わる人材が有する

知見の地域社会への還元を推進しました。
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http://www.jica.go.jp/about/financial/settle/h23/pdf/corp_01.pdf
http://www.jica.go.jp/about/financial/settle/h23/pdf/corp_01.pdf
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http://www.jica.go.jp/about/financial/settle/h23/pdf/corp_01.pdf
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http://www.jica.go.jp/about/financial/settle/h23/pdf/gen_01.pdf
http://www.jica.go.jp/about/financial/settle/h23/pdf/gen_01.pdf
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http://www.jica.go.jp/about/financial/settle/h23/pdf/gen_01.pdf
http://www.jica.go.jp/about/financial/settle/h23/pdf/gen_01.pdf


 

60

http://www.jica.go.jp/about/financial/settle/h23/pdf/fin_01.pdf
http://www.jica.go.jp/about/financial/settle/h23/pdf/fin_01.pdf
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http://www.jica.go.jp/about/financial/settle/h23/pdf/fin_01.pdf
http://www.jica.go.jp/about/financial/settle/h23/pdf/fin_01.pdf
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